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2026 年 9 月 4 日 

株式会社チェンジホールディングス (コード番号： 3962 東証プライム) 

株式会社チェンジ 

イー・ガーディアン株式会社（コード番号： 6050 東証プライム) 

 

チェンジ HDグループ、人と AIの「線引き」に関する意識調査を発表 

～ 生成 AI時代でも、業務の 6割は「人主導」―AI が主体になれているのは 4割弱 ～ 

 

株式会社チェンジホールディングス（本社：東京都港区、代表取締役兼執行役員社長：福留大士）は、

子会社で人材育成・ DX コンサルティング事業を展開する株式会社チェンジ（本社：東京都港区、代表取

締役兼執行役員社長：野田知寛）、および「 AI BPO センター」への転換を推進するイー・ガーディアン株

式会社（本社：東京都港区、代表取締役社長：高谷康久）とともに、 AI と人間の「役割分担」に関す

る意識を明らかにするため、全国の会社員・役員 1,104 名を対象にインターネット調査を実施しました。 

 

課題整理・データ分析・議事録作成・最終的な意思決定など 13 の業務について、 AI の活用方法として最

も適切だと思うものを尋ねたところ、「人が主体で実施する」とした回答が平均 61.2％にのぼり、「 AI が主体

的に実施する」とした回答は 38.8 ％にとどまりました。 AI の活用が進む一方で、業務の主導権はいまも人に

あるとする回答が多数を占める結果となりました。 
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■調査ハイライト 

 

■本調査の設問について 

Q. 以下の業務について、 AI の活用方法として現時点でのお考えに最も近いものをお選びください。 

選択肢 内容 

①人主導 人が主体で実施し、 AI は使用しない 

②サポート 人が主体で実施し、 AI は補助として活用する 

③レビュー AI が主に実施し、人が内容を確認・修正する 

④責任保持 AI が主に実施し、人は最終判断のみ行う 

⑤完全自動 AI が自律的に実施し、人は基本的に関与しない 

（わからない） どうしても判断できない場合 

※本リリースでは、①②を「人主導」、③④⑤を「 AI 主体」として集計しています 

 

上記について、以下の 13 業務それぞれで回答を尋ねました。 

分類 業務 

描く（構想・設計） 課題の整理／企画のアイデア出し／資料などの構成設計 

問う（探索・検討） 情報収集・調査／データ分析／複数案の比較検討 

整える（実務・アウトプット） 情報の整理／議事録作成／資料などの最終化／数値・データのファクトチェック 

働きかける（対人・責任） 社内報告（上司・役員）／顧客への提案／最終的な意思決定 

1.  AI 時代でも、業務全体の 6 割は「人主導」。 AI が主体になれているのは 4 割弱 

13 業務の平均で、「人が主体で実施する」（ AI は不使用または補助）とする回答が 61.2 ％、「 AI 

が主体的に実施する」（人は確認・最終判断のみ、または関与なし）とする回答は 38.8 ％。 AI が実務

に浸透しつつある一方で、多くの業務では依然として人が主導権を持つと考えられている 

2. 役職が上がるほど AI 活用を容認する傾向。部長 55.4 %をピークに、役員は 43.7 %まで急落 

一般社員から部長までは役職が上がるほど「 AI が主体的に実施してよい」とする回答が増加する一方、役

員層では 13 業務すべてで部長を下回る結果に（平均 11.7 ポイント差、最大は「課題の整理」で 21.5 

ポイント差）。前回調査で見られた「役員層は評価が定まっていない」という傾向と同様の構造が、今回も

確認された 

3. 業種別では金融が最も AI 活用に前向き( 59.4 %)。医療・介護は最も慎重( 23.4 %) 

13 業務中 12 業務で、 AI が主体的に実施してよいとする回答が最も多かったのは金融業。一方、医

療・介護は 13 業務中 12 業務で最も回答割合が低く、業種によって受け止め方に大きな差が見られた 

4. 世代によって「 AI に委ねられる範囲」は最大 5 倍の差 

「最終的な意思決定」を AI が主体的に行ってよいとする回答は 20 代で 59.1 ％にのぼる一方、 50 代

ではわずか 12.1 ％。「 AI に仕事を奪われる懸念」も 20 代 67.5 ％・ 50 代 26.5 ％と、世代によって

受け止め方が大きく異なる 

5. 勤務形態によっても AI 活用への態度は 20 ポイント以上の差 

出社中心の社員（平均 33.1 ％）に比べ、ハイブリッド・フルリモート勤務者（平均  55.8 ％、 

56.1 ％）で AI 活用を容認する回答が 20 ポイント以上高い。一方、「 AI に仕事を奪われる懸念」は

ハイブリッド勤務者が最も高く、フルリモート勤務者が最も低いという、単純には比例しない結果も見られた 
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■調査結果詳細 

1. 業務全体の 6 割は「人主導」。 AI が主体になれているのは 4 割弱 

前述の設問（ 13 業務それぞれについて、 AI の活用方法として最も近いものを選択）で尋ねたところ、 13

業務の平均で「人主導」（①②の合計）が 61.2 ％、「 AI 主体」（③④⑤の合計）が 38.8 ％となりま

した。 

 

業務別に見ると、 AI が主体的に実施してよいとする回答が最も多かったのは「議事録作成」（ 44.7 ％）、

「データ分析」（ 44.0 ％）、「情報の整理」（ 43.8 ％）でした。一方、「人が主体で実施すべき」とする回

答が最も多かったのは「課題の整理」（ AI 主体回答 25.3 ％）、「最終的な意思決定」（同 33.5 ％）、

「社内報告（上司・役員）」（同 35.2 ％）でした。 

 

情報を扱う実務領域（データ分析・情報整理など）では AI の活用が比較的容認されている一方、構想や

対人関係、意思決定が伴う業務では、人が主体を担うべきだと考える傾向が明確に表れています。 

 

なお、本調査では「自分の仕事が AI に代替されることについて、どの程度懸念しているか」も併せて尋ねまし

た。その結果、「懸念している」（非常に懸念＋やや懸念）が 43.6 ％、「懸念していない」（あまり懸念して

いない＋全く懸念していない）が 44.2 ％となり、両者はほぼ同水準で拮抗しました。チェンジ社が 2026 年 

6 月に発表した前回調査（「企業の AI 活用が 働き手のキャリア判断に与える影響」）で見られた「 AI  活

用の評価が拮抗する」という傾向は、今回も別の指標で再現される結果となっています。 

 

 
［図 1： 13 業務の AI 主体回答率ランキング］ 

 

https://www.changeholdings.co.jp/news/229/
https://www.changeholdings.co.jp/news/229/
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[図 2： AI に仕事を奪われることへの懸念度] 

 

2. 役職が上がるほど AI 活用を容認する傾向。部長 55.4 %をピークに、役員は 43.7 %まで急落 

役職別に見ると、一般社員から部長にかけては役職が上がるほど「 AI が主体的に実施してよい」とする回答

の割合が増加しました（一般社員→主任・リーダー→課長→部長の順で上昇）。ところが役員層では、 13 

業務すべてにおいて部長よりも回答割合が低下する結果となりました（平均 11.7 ポイント差、最も差が大き

かった「課題の整理」では部長 47.4 ％に対し役員 25.9 ％と 21.5 ポイントの差）。 

 

前回調査でも、役員層は「 AI 活用の遅れが転職理由になり得る」との回答について肯定・中立・否定が拮

抗し、評価が定まっていない結果が示されていました。今回の調査でも役員層に同様の傾向が見られたことか

ら、現場に近い管理職層ほど AI 活用への態度が明確になりやすく、経営層はより慎重・多様な見方をしてい

る可能性がうかがえます。 

 
［図 3：役職別・ AI 主体回答率］ 
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3. 業種別では金融が最も AI 活用に前向き( 59.4 %)。医療・介護は最も慎重( 23.4 %) 

業種別に見ると、 AI が主体的に実施してよいとする回答は金融業で最も多く、 13 業務中 12 業務で最

上位となりました（例：議事録作成 69.9 ％、情報の整理 67.1 ％）。一方、医療・介護は 13 業務中 

12 業務で最も回答割合が低くなりました（例：議事録作成 28.7 ％）。官公庁・自治体等の公共分野

は、他業種と比べて中位に位置しており、必ずしも最も慎重な業種というわけではありませんでした。 

 

金融業では、正確性やスピードが求められる業務での AI 活用が進んでいる可能性がある一方、対人ケアが

中心となる医療・介護分野では、 AI に主体を委ねることへの慎重な姿勢が明確に表れています。 

 

 
［図 4：業種別・ AI 主体回答率］ 

 

4. 世代によって「 AI に委ねられる範囲」は最大 5 倍の差 

世代別に見ると、「最終的な意思決定」を AI が主体的に行ってよいとする回答は 20 代で 59.1 ％にのぼ

る一方、 30 代 36.0 ％、 40 代 23.9 ％、 50 代 12.1 ％と、世代が上がるにつれて一貫して低下しま

した。同様の傾向は「議事録作成」「データ分析」など他の業務でも見られました。 

 

また、先述の「 AI に仕事を奪われることへの懸念」（全体では 43.6 ％で拮抗）を世代別に見ると、 20 代

67.5 ％、 50 代 26.5 ％と、こちらも若年層ほど懸念が強いという結果が得られました。 AI への活用容認

度と懸念度がともに若年層で高くなっている点は、 AI の実力への理解が進んでいるからこそ、期待と警戒が

同時に強まっている可能性を示しています。 
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［図 5：世代別・ AI 主体回答率と懸念度の比較］ 

 

5. 勤務形態によっても AI 活用への態度は 20 ポイント以上の差 

勤務形態別に見ると、出社中心の社員で AI が主体的に実施してよいとする回答は平均 33.1 ％にとどまっ

たのに対し、ハイブリッド勤務者は 55.8 ％、フルリモート勤務者は 56.1 ％と、 20 ポイント以上高くなりまし

た。一方、先述の「 AI に仕事を奪われる懸念」を勤務形態別に見ると、ハイブリッド勤務者で 57.6 ％と最も

高く、フルリモート勤務者では 29.3 ％と最も低いという結果が見られ、働き方による受け止め方の違いは一様

ではないことがうかがえます。なお、この傾向は職種や年代など他の要因とも関連している可能性があり、勤務

形態単独の影響とは言い切れない点にご留意ください。 

 
［図 6：勤務形態別・ AI 主体回答率と懸念度の比較］ 
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■考察：AI 活用の次の論点は「間接業務からコア業務へ」 

株式会社チェンジホールディングス 上級執行役員 

株式会社チェンジ 代表取締役社長 

イー・ガーディアン株式会社 取締役 

野田 知寛 

 

 

 

今回の調査では、役職が上がるにつれて AI 活用を容認する割合が高まる一方、役員層では再び低下しまし

た。これは、現場レベルで AI 活用が着実に浸透する反面、最終的な意思決定や経営判断は依然として「人

が主体であるべき」との認識が強いことを示しています。 

 

また、業種や世代間の大きな意識差も、単なるリテラシーの差ではなく、業務構造や働く意識の違いを映し出

しています。間接業務の多いとされる金融業で活用が進む一方、対人対応が求められる業種では慎重な姿

勢が残っています。さらに若年層の「 AI を容認しつつ、代替への懸念も強い」という両面性は、定型業務が置

き換わる未来を見据え、自身の時間をより付加価値の高い業務へ振り向ける模索の表れと考えられます。 AI 

はもはや単なる効率化の手段ではなく、人が取り組むべき仕事を再定義する存在として捉えられ始めているの

です。 

 

これまで AI 活用は、議事録作成やデータ分析といった間接業務を中心に進んできました。 AI による業務代

替から、人と AI の強みを活かし成果を最大化する時代へ移行する中、今後は企画立案や課題解決など、

企業の競争力を左右する「コア業務」へ AI をどう組み込むかが重要なテーマになるでしょう。 

 

■調査概要 

⚫ 調査名： 人と AI の「線引き」に関する意識調査 

⚫ 調査方法：インターネット調査 

⚫ 調査期間：2026 年 7 月 3 日〜 2026 年 7 月 10 日 

⚫ 調査対象：20 〜 59 歳の全国の会社員・役員 

⚫ 有効回答数：1,104 名 

 

※年齢（ 20 代〜 50 代）および性別の構成比が偏らないよう、サンプル割付を行った上で調査を実施しています 

※「人主導」「 AI 主体」の平均値は、 13 業務それぞれの回答割合（「わからない」を除く有効回答ベース）の単純平均です 

※選択肢「わからない」は、各業務の分析において有効回答から除外して集計しています 

 

 【株式会社チェンジについて】（ https://www.change-jp.com/ ） 

株式会社チェンジは、現場に入り込み、変化を支え抜く「企業変革の黒子」です。人材育成と業務プロセスの

刷新とデジタル化を設計し、提案で終わらせず、成果が生まれるまで責任を持って伴走します。チェンジグルー

プの一員として、教育・AI・組織変革の知見を掛け合わせ、現場に入り込みながら変革を推進。「 Change 

People, Change Business, Change Japan 」をミッションに、組織の生産性と現場力の進化に貢献して

います。 

https://www.change-jp.com/
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【イー・ガーディアングループについて】( https://www.e-guardian.co.jp/ ) 

1998 年設立。 2016 年に東証一部上場。 2022 年に東証プライム市場へ移行。イー・ガーディアンはネッ

トパトロール、カスタマーサポート、デバッグ、脆弱性診断などネットセキュリティに関わるサービスを一気通貫で提

供する総合ネットセキュリティ企業です。センターは、提携先を含めてグループで国内 8 都市海外 3 都市 19 

拠点の業界最大級の体制を誇ります。昨今は Fintech ・ IoT 業界への参入や AI・IT 活用による DX 推

進、セキュリティ関連サービスの拡充など、時代を捉えるサービス開発に従事し、インターネットの安心・安全を

守っています。 

【株式会社チェンジホールディングスについて】（ https://www.changeholdings.co.jp/ ） 

チェンジホールディングスは、「 Change People、 Change Business、 Change Japan 」をミッションに掲

げ、「生産性を CHANGE する」というビジョンのもと、デジタル人材の育成支援や業務プロセスの革新及びデ

ジタル化を担う NEW-IT トランスフォーメーション事業と DX による地方創生の推進をミッションとするパブリテッ

ク事業の ２ つの事業を柱として推進・拡大しています。 

 

本件の問い合わせ先：  

株式会社チェンジホールディングス 

広報担当 宗形・岡・高橋 

電話： 03-6435-8396 

メールアドレス： pr@change-jp.com 

https://www.e-guardian.co.jp/
https://www.changeholdings.co.jp/
mailto:pr@change-jp.com

